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青森県・2027年度の高卒採用に関する企業の意識調査 
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2027年度の高卒採用について、『予定あり』と回答した青森県の企業は39.2％となり、およ

そ４割の企業が採用を予定していることが分かった。採用理由では、「若手人材の確保」が

83.3％で突出、人手不足への対応に加え、将来の中核人材の育成や技能・技術の継承を見据え

る企業の姿勢が明らかとなった。一方、採用上の課題では、応募者数や企業認知度の不足に加

え、教育・育成の負担や早期離職なども挙げられ、採用前のみならず、入社後の育成・定着まで

採用プロセスの幅広い段階に及んでいる。 

 

 

株式会社帝国データバンク青森支店は、青森県内企業179社を対象に、「高卒採用」に対するアンケート調査を実施した。  

※調査期間：2026年8月18日～8月31日（インターネット調査） 

※調査対象：179社、有効回答企業92社、回答率51.4％ 
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採用理由、若手確保が83.3％ 

応募者不足、育成・定着などに課題 

 

高卒採用、約４割が予定 
全国水準を大きく上回る 
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高卒採用の予定、「あり」は39.2％ 

自社における2027年度の高卒採用の予定について尋ねたところ、2026年と比べて、「増加する（見込

みを含む）」企業は10.9％、「変わらない（見込みを含む）」は20.7％、「減少する（見込みを含む）」は

7.6％だった。この3区分を合わせた『予定あり』は39.2％となり、およそ４割の企業が高卒者の採用を予

定することがわかった。全国の調査では、『予定あり』が２４．４％となっており、同水準を大きく上回った。  

一方、「予定はない」は47.8％（全国は６０．１％）を占め、「分からない」は13.0％（同１５．６％）だった。 

『予定あり』の内訳では「変わらない」が最も高いが、「増加する」が「減少する」を上回っており、採用を予

定する企業からはやや採用を拡大させる意向がうかがえる。 

高卒採用の予定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内企業の内、企業規模別では「大企業」のみならず「中小企業」でも多くの企業が「予定あり」としており、

業種別では『建設』、『製造』が５０％を超える回答であったほか、『サービス』『運輸・倉庫』なども30％を上

回った。 

 

採用理由は「若手人材の確保」が83.3％で突出 

2027年度の高卒採用について『予定あり』と回答した企業36社に、採用理由を尋ねたところ、「若手人

材の確保」が83.3％で最も高かった。次いで、「将来の中核人材の確保」と「地元・地域人材の確保」が

63.9％と続き、「人手不足の解消」５５．６％を大きく上回った。  

企業が、若手の人材を早期に確保し、時間をかけてでも育成することを重視しており、足元の人手不足を

補うにとどまらず、中長期的な視点で中核となる人材を確保し、将来に向けて地元で生き残りを図っていき

たいという考えが表れる結果となった。  
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高卒者の採用理由（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高卒者の応募者不足に加え、育成と定着も課題 

高卒採用で特に課題と感じていることを尋ねたところ、「応募者数の不足」が47.8％で最も高く、「企業

認知度の不足」が34.8％で続いた。また、「教育・育成の負担の大きさ」（２８．３％）や「早期離職」（２７．

２％）など、募集時のみならず、入社後の受け入れ体制や定着するまでのプロセスにまで課題は広がりを見

せた。 

県内企業からは、「当該地区において建設現場系にくる高校新卒の人材は皆無」（金属屋根工事、小規模

企業）、あるいは「地元の高卒者が減っており、学生には就職先と受け取られていない」（米麦卸、小規模企

業）など採用を希望するにも関わらず、厳しい現状を示す声が散見された。また、「学校訪問の際、学生は週

休2日祝日休みで、年間１３０日～150日くらい休みがないと見向きもしないことが多い、と先生に言われた。

その条件に近づけたいと思うが、現状では実現するのは難しい」（一般管工事、中小企業）という声もあった。  

高卒採用の課題（3つまでの複数回答）  
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まとめ 

本調査では、2027年度の高卒採用について『予定あり』とした企業は39.2％となった。高卒採用は、お

よそ４割の企業が予定しており、若手人材を確保するための重要な選択肢の一つとなっていることが示され

た。 

注目点は、採用理由として「若手人材の確保」が突出しただけでなく、「将来の中核人材の確保」も６割を

超えたことだろう。企業は高卒採用を、足元の人手不足への対応に加え、技能・技術の継承や次世代の人材

育成を見据えた中長期的な人材戦略として位置付けていることがうかがえる。一方で、教育・育成の負担や

早期離職などが課題に挙げられており、高卒者を採用するにあたって、応募前の情報提供から入社後の育

成・定着までを一連の取組みとして捉える視点が重要となる。  

高卒者の応募・推薦に関しては、多くの地域で選考開始当初の応募先を1社に限る、いわゆる「一人一社

制」が採用されるが、応募可能な企業数や複数応募の開始時期など、運用は都道府県によって異なる。こう

した高卒採用特有の仕組みを踏まえ、企業には、生徒が応募先を決める前から自社への理解を促す取組み

が求められる。 

高校訪問や企業説明会、応募前の職場見学などを通じ、仕事内容や労働条件だけでなく、職場環境、入

社後の教育、身につけられる技能、将来目指せる役割までを、具体的に伝えることが重要となる。こうした情

報提供は、企業認知度の向上に加え、入社前に抱くイメージと入社後の実態との認識のずれを小さくするた

めの一つの手段にもなり得る。採用時の情報発信を、応募者の確保に加えて、入社後の定着にもつながる

取組みとして位置付けることも有効と考えられそうだ。 

 

 

 

 


